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第８回定時社員総会
　第８回定時社員総会は、茅陽一会長挨拶に
はじまり、布施征男事務局長による定数確認
の後、第１号議案「2016 年度事業報告、決算
報告」の説明及び山本卓也監事の監査報告に
続き、第２号議案「2017 年度事業計画及び収
支予算」について審議が行われ、承認された。

2016 年度事業報告－第1号議案
　2015 年には、2013 年を起点とした 2030
年までを見通す超長期エネルギー計画が再構
築され、2016 年度はその計画が実質的に動
き出した最初の年度ともいえる。ここでは、
省エネルギー政策が日本のエネルギー政策の
基本に据えられ、オイルショック時に匹敵す
るほどの省エネ効果を引き出すことが求めら
れている。その鍵となるのは、個別の省エネ
技術をもつ専門的なアドバイスができる集団

（サードパーティと称する）と、従来の省エ
ネ技術を総合的にシステム化して取り扱う技
術（エネルギーマネジメント）を複合的に構
築できる戦略である。
　当協議会はその役割の中心的な担い手とし
て位置づけられ、それを改めて認識する意味
で、昨年度、名称変更・定款変更を行うに至っ
ている。今年度は、その趣旨に沿って新たな
会員の参加による各委員会の活動を積極的に
進め、当協議会の活動がより確かなものにな
ると期待されている。
　市場委員会では、毎年 ESCO 事業の市場
調査を継続的に実施しているが、本年度は当
協議会の名称変更に伴い、調査内容にエネル
ギーマネジメントを加えて実施した。解析結
果では、2015 年度は業務部門の GSC（ギャ
ランティード）は減少したものの、業務・産
業部門の SSC（シェアード）が大幅に改善し、

エネルギーマネジメントを除いても 357 億円
と大きく回復し、エネルギーマネジメント部
門は 65 億円であった。本調査の報告書を会
員ウェブサイトに掲載した。会員サービス委
員会では、２回の会員向けセミナー、１回の
正会員向けセミナー、及び技術講座を開催し
た。広報委員会では、名称変更に伴う当協議
会のパンフレット類の全面的な見直しとその
作成に加え、新たに「エネルギーマネジメン
トのススメ」を製作した。また、ニュースレ
ターを 2 回発行し、ウェブサイト上に掲載し
た。イベント委員会では、「省エネを実現す
る ESCO・エネルギーマネジメントセミナー」
と「省エネルギーフェア 2017 in ENEX」を
開催。セミナーは、当協議会と日刊工業新聞
社が主催し、427 名の参加者を数えた。国
際関係委員会では、ウェブサイトの英語版コ
ンテンツに「ESCO and EMS in Japan」を
掲載するとともに、会員各社のウェブサイト
にリンクした。海外との交流活動としては、
JICA 研修等への講師派遣、タイ工業連盟主
催の ESCO セミナーへの参加などがあげられ
る。ファイナンス検討会では、ESCO 事業に
おけるファイナンス手法の考察や ESCO 事業
者と金融機関の連携強化を目標に、ファイナ
ンサー目線での ESCO 事業推進における問題

　一般社団法人　ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会
  第８回定時社員総会　報告
　2017 年 5月 19日、東京都千代田区平河町海運ビル・海運クラブ 2階ホールにおいて、
一般社団法人ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会第８回定時社員総会が開催された。
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点・課題の抽出を行ってい
る。事務局では、各委員会と
協力して ESCO・エネルギー
マネジメントに関して行政
機関に働き掛けを実施した。
ウェブサイトの改訂、メール
による会員への ESCO・エ
ネルギーマネジメントに関
わる情報発信を行い、特別
会友制度の拡大に向けた活
動等を実施した。

　「エコリース促進事業」で
は、補助金の執行実績は予算
の 97.5％と高い水準を保ち、また業務運営費の執行率は予算の
85.9％と予算内の運営となった。主な活動内容は、①補助金申
請システムの構築・更新、②補助金申請の手引きの作成、③業
務部門の取り扱いの推進、④ 21 世紀金融行動原則との連携、⑤
新たな対象機器追加に向けた調査、である。これらの活動の結果、
業務部門の取扱件数は前年度比 124％増の 181 件となった。

2016 年度決算報告－第1号議案
　決算報告は2015年度に引き続き「ESCO促進事業」と「エコリー
ス促進事業」の 2 つに分けて報告された。ESCO 事業の決算では、
当期収入 2,559 万円に対し、支出は 2,460 万円。支出の内訳は、
事業費が 1,098 万円、管理費が 1,362 万円となり、99 万円の黒
字で次期繰越金を増額することが報告された。また、エコリース
促進事業では、収入 5,666 万円に対し、労務費、システム運営費、
事務所経費等の支出総額が同額の 5,666 万円になり、収支差額が
０円であることが報告された。これに対し監事から、両部門とも
収支計算書、正味財産増減計算書、貸借対照表、財産目録および
計算書類を監査し、適正である旨の報告が行われた。

2017 年度事業方針－第2号議案
　政府における 2017 年度の省エネルギー投資促進に向けた支
援補助金は 673 億円が予定されている。その中では、工場・事
業所における省エネ効果の高い設備の入れ替えを支援するとと
もに、新たに「エネルギー原単位改善」に資する取り組みや、
複数事業者間でのエネルギー使用量の削減への取り組みを重点
的に支援するとし、ESCO・エネルギーマネジメント事業者の
活用による効果的な省エネを図るとしている。EMS を導入し、

エネルギー管理支援サービスによって工場等の省エネを支援す
る事業者をエネマネ事業者と位置づけ、エネマネ事業者が関与
する案件は、そうでない案件よりも省エネ効果が高いことが期
待されることから、省エネ補助金制度の中のエネマネ事業、省
エネ対策事業、電力ピーク対策事業において、引き続きサード
パーティである ESCO・エネルギーマネジメント事業者の積極
的な貢献が期待されている。
　このような政策強化を背景に、当協議会は 2017 年度を
ESCO・エネルギーマネジメント事業の飛躍の年と位置付けるべ
く活動を展開することとしている。具体的には、行政向けの説明
活動及び勉強会の開催、依頼される説明会への講師派遣、会員向
けのセミナー・技術講座・見学会の開催とニュースレターの発行、
ユーザー向けの関東経済産業局共催フェア、ESCO・エネルギー
マネジメントセミナー等を着実かつ効果的に実行していく。
　更に新しい取り組みとして、昨年度設置されたファイナンス検
討会では、メガバンク、地域金融機関、リース会社との連携方策
の検討や各種補助金の運用上の見直し要請活動等を通じ、活動範
囲を広げていく。その他、本事業全般の市場調査と把握、メール
による当協議会会員への情報提供、特別会友制度の運営、関東経
済産業局管内の指定工場連絡会との連携事業を事業計画に盛り込
むなど、会員サービスの向上と会員数拡大にも取り組んでいく。
　2011 年度より受託している環境省「エコリース促進事業補
助金」の事業を 2017 年度も実施する。環境省、経済産業省及
び（一社）低炭素投資促進機構との協力関係をさらに強め、エ
コリース促進事業の普及を通じて、省エネルギー及び地球温暖
化対策に貢献し低炭素社会の実現に向けて努力していく。

2017 年度収支予算－第2号議案
　本年度予算も昨年度同様、「ESCO・エネルギーマネジメン
ト・促進事業」と「エコリース促進事業」の 2 本立てとなった。
ESCO・エネルギーマネジメント促進事業の部では、収入は
2,660 万円、支出は事業費、管理費の支出として 2,750 万円を
計上。エコリースの部では、労務費、システム運営費、事務所経費、
その他諸経費等 6,900 万円を計上した。

理事 3人選任－第3号議案
　第 3 号議案では、３名の新任理事候補が推薦され、承認された。
　大阪ガス㈱高月和義氏、㈱スターメンテナンスサポート桒野
貴宏氏、東京ガス㈱斉藤孝史氏。なお、退任理事は以下の 3 名。
大阪ガス㈱白木一成氏、グンゼエンジニアリング㈱高嶋俊次氏、
東京ガス㈱池田克巳氏。

　事業実施のための委員会は昨年度同様、①市場委員会、②会
員サービス委員会、③広報委員会、④イベント委員会、⑤国際
関係委員会、⑥入会審査委員会、⑦ファイナンス検討会の７委
員会（１検討会を含む）を設置し、各委員会は必要に応じて小
委員会を設けて事業を進める。エコリース促進事業部は補助事
業者としての業務を担当する。各委員会、事務局、またエコリー
ス事業部は「エコリース促進事業補助事業者」として、以下に
記載する業務を実施予定である。

（1）市場委員会
　市場の動向調査、普及課題および政策要望の検討、業界への
普及啓発、関係諸官庁、自治体などへの行政向け説明活動を行う。
また、データベース化を行った過去のデータ及び今年度調査デー
タを基に、ESCO・エネルギーマネジメント事業の動向につい
てより詳細で多角的な分析を行い、市場の活性化に資する課題
抽出を行っていく。

挨拶する茅陽一会長と
中上英俊代表理事

各委員会活動計画とエコリース促進事業
　各委員会活動計画
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（2）会員サービス委員会
　本年度は以下の４つの事業を実施する。①当協議会事業に係
わる政策、金融、保険、技術、制度面等をテーマとした会員向
けセミナーを２回、②最新のエネルギー政策動向や意見交換等
正会員限定のセミナーを１回企画する。③当協議会メーカー系
会員による小規模セミナー・施設見学会を開催し、技術力向上、
会員相互の交流深化の場とする。④会員へのアンケート実施。
（3）広報委員会
　①ニュースレターの発行、②お客様向け広報資料の見直しと
広報活動を行う。ニュースレターは、当協議会会員への情報提
供を目的に年１～２回発行する。普及広報用パンフレット類を
必要に応じて見直す。その際、当協議会が 2014 年度に作成し
た「ダウンサイジング」「省エネチューニング」などに係る資料
を取り込み、一般改修工事に比べた優位性を反映した内容とす
る。また、海外向け英文パンフレットの作成を検討する。
（4）イベント委員会
　本年度も昨年度に引き続き「省エネルギーフェア 2018（仮
称）」を開催し、ブース出展と導入事例の発表等を行う。また、
ESCO・エネルギーマネジメントセミナーを開催し、当事業の
潜在的なお客様や関連企業に対して関連情報を発信し、相互に
コミュニケーションできる場とし、会員の事例紹介やパネルディ
スカッションを通じ来場者との個別ニーズに対応できる内容と
する。
（5）国際関係委員会
　海外からの関連団体の当協議会への訪問や JICA などからの
講師派遣依頼に対して、情報交換の場として積極的に対応する。
また、当協議会会員が海外事業を展開するための基盤づくりを
支援する方策の一環として、JASE-W（世界省エネルギー等ビ
ジネス推進協議会）等との連携を継続する。
（6）ファイナンス検討会
　具体的な検討課題として以下の事項を中心に活動する。①メ
ガバンク、地域金融機関、リース会社との連携、②企業規模別
顧客層別のファイナンス手法、③ファイナンサー視点での各種
補助金の運用ルールの見直し、④当協議会への ESCO・エネル
ギーマネジメント事業者の勧誘。
（7）事務局
　各委員会と連携して次の各事業を実施する。①当協議会ホーム
ページの改善、②メールによる会員サービス、③特別会友制度の
運営、④関東経済産業局管内の指定工場連絡会との連携事業。

　エコリースの主な推進施策として次の事業を行う。
①安定した申し込み確保への更なる推進：指定リース会社への

定期訪問、説明会実施などにより情報交換を行うとともに、
セミナー、イベントへの出展により業界団体への周知を積極
的に行う。

②申請手続きなどの効率化：昨年度行った指定リース会社への
定期訪問並びにヒアリング等の結果を踏まえ、申請システム・
書類の改修、申請手続きの改定を行う。

③昨年度は、（一社）低炭素投資促進機構と連携し、各工業界を
中心に製品登録の推進を行った結果、4.9 万機種から 6.6 万
機種へと大幅な登録製品の拡大に繋がった。今年度も継続し
て製品登録の拡大に努める。

　総会終了後、記念講演会が開催された。東京
大学名誉教授・一般財団法人建築環境・省エネ
ルギー機構理事長であり、当協議会の特別会員
でもある村上周三氏による「民生部門の脱炭素
化－変化の時代に向けた展望と提案－」と題さ
れた講演である。
　最初に、先進各国の脱炭素化に向けた長期的
な省 CO2 戦略として、国全体として 80％削減かそれ以上を目
標としていると紹介。日本でも長期目標は、民生部門における
100％削減と認識すべきとした上で、今後、技術開発、規制、誘導、
キャンペーン等の手段を総動員することが必要であり、それに
対して国民の理解が得られる手段を提示できるかが課題である
とした。
　特にその目標実現に向けた留意点に関して多様な視点が紹介さ
れた。私有財産であるストック建築では有効な対策が少ないこと、
設備機器の耐用年数と躯体の耐用年数が違うので、ESCO 事業等
リプレイスに向けた経済的誘導が有効なこと、また、オーナー・
ユーザーの意識改革が必要であり、特に省エネに向けたユーザー
の行動変容が期待されることなどである。加えて、建築産業の発
注／運用形態と省エネ技術の開発／普及にギャップがあるとし
て、低性能住宅でも “ 住めば都 ” の感覚や、“ もったいない ” 感
覚によって高効率機器への買い替えが進まないこと等をあげ、こ
のバリヤーをいかに克服するかが課題であると指摘。
　また、オーナー／テナント間のインセンティブ・スプリット問
題として、省エネ努力の果実が本人（オーナー又はテナント）に
還元されていない現状では、運用体制をデザインすることで、コ
ベネフィットを共有することが大切であると強調。建物性能のブ
ランディングとして、CASBEE、LEED などの建築性能評価ツー
ルを活用してオーナーの意識を刺激することも必要だとした。
　最後に、将来展望と課題について、SDGs の 17 の目標のうち
5 つが建築に関係の深いゴールであり SDGs を積極的に推進する
こと、また、環境建築金融の分野では、責任投資原則（RPI）の
推進や建設産業に対する ESG 投資の活性化が必要であるとした。
また、建物単位の排出権取引の有効性を強調するとともに、省エ
ネ文化と新しいライフスタイルの提案として、日本人が古来実践
してきた知足（足るを知る）の生活倫理が最も重要であり、これ
までの価値観の転換が必要だと強調して講演を締めくくった。

　総会、講演会終了後、日頃ご支援、ご協力を積極的にいただ
いている方々と JAESCO 会員の親睦を深めるための懇親会が
開催された。主催者として茅陽一会長が挨拶に立った後、関係
省庁からの来賓である、資源エネルギー庁省エネルギー・新エ
ネルギー部省エネルギー課長吉田健一郎様、国土交通省住宅局
住宅生産課長真鍋純様、環境省地球環境局地球温暖化対策課長
松澤裕様から
来賓挨拶をい
ただいた。

　エコリース促進事業

　記念講演会

　懇親会

真鍋 純氏吉田 健一郎氏

村上 周三氏

松澤 裕氏
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Topics

　JAESCO 市場委員会が九州経済産業局の協力のもと
　「エネルギーマネジメント推進ワークショップ」を開催
　 －EMS の最新動向に関する講演とワークショップを実施－

ワークショップ開催までの経緯
　本年 8 月 30 日（水）、九州経済産業局福岡合同庁舎にて局の
主催による「エネルギーマネジメント推進ワークショップ」が
開催された。このワークショップは、当協議会市場委員会の働
きかけによって実現に至った経緯がある。
　昨年度、市場委員会業界 PR ワーキンググループでは、地方
自治体への ESCO・エネルギーマネジメント事業の PR・啓蒙
活動の一環としてアンケート調査を行ったが、このアンケート
の回答率が良好であり、各自治体の反応に手ごたえが感じられ
たという。とくに九州経済産業局からは「九州管内の各自治体
のエネルギーマネジメントへの取り組みを掘り起こしていく活
動を展開したい」という具体的な要望が出されたことがきっか
けとなり、市場委員会と九州経済産業局が協力することで本ワー
クショップが実施された。

市場委員会の 5名が参加、
講演とワークショップを実施
　このワークショップは、「庁舎等施設のエネルギー管理の悩み・
問題解決に向けて」と副題がつけられているように、九州管内
の地方自治体の温暖化対策や省エネ担当者を対象に、エネルギー
マネジメントの知識と推進方法を学び、エネルギー管理の課題
解決力を身につけてもらおうというもの。
　当協議会ではこれまで ESCO や EMS に関する講演会やセミ
ナー開催の実績は積んできたが、今回はこのような情報提供に
加えて、参加者との相互の情報交換を伴うワークショップの形
式を採用することにした。EMS を内容としたワークショップの
開催は JAESCO にとっても九州経済産業局にとっても初めて
の試みであった。
　市場委員会は、本企画の計画段階から九州経済産業局と協力
しつつ、本ワークショップの全体構成、参加案内パンフの内容、
参加者への事前アンケートと当日のアンケート、ワークショッ
プの内容と進行について検討を進め、当日は、EMS についての
講演とワークショップのコーディネートを担当した。このワー
クショップは「セミナーの部」と「ワークショップの部」で構
成されている。そのプログラムを表１に示した。
　市場委員会からは、このワークショップで講演した筒見憲三
氏（当協議会理事、市場委員会副委員長）、齊藤央氏（業界 PR ワー
キンググループ長）に加えて、ワークショップのコーディネー
トを担当するため、髙月和義（当協議会理事、市場委員会副委
員長）、磯部智明委員、沢田英一委員の計 5 名が参加した。

自治体の悩みに応えるために
　参加案内のパンフでは、以下のような悩みを持つ自治体担当
者に向けて参加を勧めている。昨年度のアンケート内容が反映
され、各自治体の EMS 推進に関する現状がうかがえる。
•最新のエネルギーマネジメント手法を知りたい。
•省エネ上手な自治体の特徴が知りたい。
•国の補助制度をうまく活用したい。

•地方公共団体実行計画の具体的な施策が打てていない。
•エネルギーデータの分析が継続的にできていない。
•設備の老朽化対策は、部分的な更新の繰り返しのみになって

いる。

本ワークショップへの参加自治体
　「セミナーの部」は参加自治体 18、参加者数 22 名、また「ワー
クショップの部」は参加自治体数 16、参加者数 20 名であった（2
名参加の自治体が４つ）。参加自治体名と所属部署を表2に示す。
10 万人未満の市から 50 万以上の政令指定都市まで規模はさま
ざまである。また所属部署は表にみるように、「環境系」と「総
務・施設管財系」に大きく分けられるようである。

JAESCO側の講演内容
－「EMSの最新動向と自治体事例から見る課題と対応策」－
　最初は齊藤氏による「EMS の最新動向」と題した講演である。
エネルギーマネジメントとは何か、また、EMS 導入に当たって
の BEMS や FEMS に関する基礎知識を説明し、EMS の最近の
トレンドはクラウド化・小規模対応へと移行していることを紹
介。続いて、BEMS 導入支援事業の成果について各種データを
示すとともに、EMS の効果を上げるにはデータ処理・解析が
必要であり、エネルギーや建築、法規などに関する専門知識と、
問題に気づくスキル、経験などが必要とされるために専門性が
要求されること、したがって EMS の推進にはエネルギーマネ
ジメント会社と連携して運用することが一般的になっていると
解説した。
　次に「自治体事例からみる課題と対応策」について筒見氏が
講演した。仙台市の 30 施設を対象とした BEMS 導入（エネマ
ネ）事業の紹介である。この事業は、最初に BEMS アグリゲー
タに対してプロポーザル方式による参加募集を行い、30 施設
に対する提案に向けた現場調査を経て、最終的には 20 施設へ
の BEMS 導入、4 社への分割発注になったことを説明。プロポー
ザル方式による業者選定の考え方や評価方法、提案書作成時の
基本的なアプローチ方法等、本事業の全体像を紹介した後、エ

九州各地の地方自治体職員 22 名が参加
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Topics

ネマネ事業実施上のポイントとして、実効性のある計画や精度
の高い省エネ診断、複数施設の一元管理などが要求され、導入
後も確実な省エネチューニングの実施が不可欠になると解説し
た。続いて、四国・中国エリアに約 100 店舗を展開する大規模
スーパーマーケットのエネマネ導入例についても紹介した。

「ワークショップの部」の事前準備・運営
　参加自治体からエネルギー管理の現状等について「事前アン
ケート」をとった結果、自治体の規模等により取り組み状況が
異なっていたため、政令市、中核市とその他の基礎自治体の２
つにグループに分けて行った。
　会場にホワイトボードを準備し、「政策」「市民・事業者」「事
業・庁内」「技術」の４分野について、参加者から３つ程度の課
題点をあげて付箋に記入していただき、ホワイトボードに貼付。
それらを見ながら、意見交換と討議に入った。また、事前アンケー
トで要望の出ていた ESCO 事例の紹介などもこの場で行った。

アンケート結果
　本ワークショップの開催後、参加者からアンケートをとって
いる。当協議会が中心を担った「EMS に関する講演」と「ワー
クショップの部」に寄せられた回答の幾つかを紹介する。
「EMSに関する講演」（回答数 20）
•全体評価：「大変参考になった（11）」「参考になった（8）」「あ

まり参考にならなかった（1）」。
•普段、収集できない専門的な情報も含めて勉強ができ、省エネ・

ESCO 等について理解が深まった。
• EMS について深く説明していただき参考になった。
• BEMS 導入のみによる効果について具体的な数値を聞けてよ

かった。
•仙台市の事例は勉強になった。

•仙台市の一次エネルギー換算量と延床面積の分析がおもしろ
かったので、本県の施設がどうなっているか分析してみたい。

「ワークショップの部」（回答数 19）
•全体評価：「大変参考になった（12）」「参考になった（6）」「あ

まり参考にならなかった（1）」。
•他自治体と課題（環境部局以外も含めて）の共有ができて参

考になった。
•他市の意見や考え方などが聞けて勉強になった。
•他自治体の様子を聞けたとともに、似たような課題があるこ

とも共有できた。職員意識の改革について新しいアイデア等
も聞くことができ、今後の参考になった。

•他市の状況と当市で抱えている問題は同じものがあった。参
考になる意見もあったので今後検討する。

　以上のように参加者からは好評を博したが、「あまり参考にな
らなかった」と答えた方が１名おり、この方は ESCO や EMS
に関するより専門的な知識を求めておられたようである。

市場委員会の定例活動として今後も実施
　今回のワークショップは、市場委員会からの呼びかけで実現
したもので、「主催：九州経済産業局」「協力：ESCO・マネジ
メント推進協議会」という形式はとっているものの、局からの
事業資金や交通費等の提供はなく、市場委員会が自らの事業と
して予算化し実施している。しかし、参加者の募集には九州経
済産業局から各自治体への働きかけは欠かすことができない大
きな力になっており、当協議会と九州経済産業局との協力関係
があって初めて実現した事業と言える。
　齊藤氏（業界 PR ワーキンググループ長）は今回のワーク
ショップ開催について「初めての試みで反省点も幾つかありま
したが、我々の進める事業に ESCO という業態だけでなく、エ
ネマネも対象に加わったことを PR できたことは大きな意義が
あったと思います。かなり大きな規模や施設でないと ESCO 事
業は成立しないと捉えられがちですが、中小規模の自治体でも、
自治体同士が組んで複数の施設を対象にすることや小さなプロ
ジェクトを組み合わせることで、エネマネを実施できる可能性
があることは理解してもらえたと思います」とその成果を語っ
てくれた。
　最後に筒見理事は、「単独の企業ではできなかったことで、業
界団体として結束することでエネルギーマネジメントの重要性
を訴求できたことは大きな意味を持ちます。当協議会のプレゼ
ンスを上げることもできたでしょう。市場委員会としては、今後、
マーケティングの要素も加えつつ、このような事業を展開して
いく予定です。実際、関東経済産業局との連携事業も計画中で
すし、市場委員会の定例活動として今後も継続していきたいで
す」と結んでくれた。

ホワイトボードに付箋を貼って意見交換を進める

●セミナーの部
【国の施策紹介】13:10 ～ 13:40
「１．地球温暖化対策について」九州地方環境事務所 寺西武夫氏
「２．省エネルギー対策について」九州経済産業局 松本孝之氏
【講演】13:45 ～ 14:45
「EMS の最新動向と最新動向と自治体事例からみる課題と対応策」
　一般社団法人 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会
　筒見憲三氏（当協議会 理事）
　齊藤　央氏（当協議会 市場委員会 業界 PR ワーキンググループ長）

【自治体の取組紹介】14:45 ～ 15:05
「福岡県田川市における温暖化対策等の取組について」

田川市 藤井将人氏
●ワークショップの部　15:10 ～ 16:30（1 時間 20 分）

＊進行 一般社団法人 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会

１福岡県 環境部環境保全課
２北九州市 環境局環境未来推進部
３北九州市 上下水道局水道部
４福岡市 環境局環境政策部
５飯塚市 環境整備課
６田川市 環境対策課
７小郡市 環境経済部
８筑紫野市 環境経済部
９古賀市 市民部

10 粕屋町 総務部
11 大刀洗町 住民課
12 佐世保市 環境部
13 長与町 住民福祉部
14 熊本市 環境局環境推進部
15 玉名市 建設部営繕課
16 大分市 環境対策課
17 宮崎県 環境森林部
18 鹿屋市 総務部総務課

〈表１〉ワークショップ　プログラム（敬称略）

〈表 2〉参加自治体名と所属部署
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床下全面を高さ３ｍのフリーアクセスピットに
　最初に、清水建設㈱の水澗亨氏が登壇し、

「コマツ粟津工場新組立工場における省エネ
ルギーと生産性向上を両立する大空間空調
設備の計画・設計」と題する講演を行った。
本事例は振興賞「技術振興賞」を受賞して
いる。
　本事例は、コマツ粟津工場内に旧来から分離していたクロー
ラ組立工場とホイール組立工場を一つの建物内に収める新組立
工場を建設するというもの。施主からの条件は「最新の省エネ・
ICT・生産技術を導入しライン再編成を進め、ダントツの組立
生産性、ダントツの物流、ダントツの電力 50％削減、ダント
ツの環境を目指す」であった。計画では、生産効率を 1.5 倍に
し、面積を 30％削減することで面積生産性を 2 倍にすること、
また電力削減では、省エネによる 30％低減と 20％の生産性向
上、太陽光・バイオマス発電等による 40％の創エネで、従来
工場比 90％以上の電力削減を目指したという。
　そこで設計コンセプトとして、まず、工場建屋構造として、
組立ラインのフレキシビリティを最大化するため、総床面積
31,900m2 の床下全面を高さ 3 ｍのフリーアクセスピット（地
下ピット）とし、空調設備機器やダクト・配管、生産用電源盤
類など消火設備以外のユーティリティ類はすべて地下ピットに
設置した。この地下ピット空間を利用したダクトレス床吹出し
空調としている。また、屋根トラスは 1 ～ 7.5 トンのクレーン
がどこにでも設置できる構造とした。建築面の省エネ対策では、
屋根材に高耐久性材料である断熱ダブル折材を採用、壁は断熱
サンドイッチパネルとし、ガラスには全面 Low-e 複層ガラスを
用いるなど、建物への熱負荷を軽減するとともに、メンテナン
スにかける負担を低減して、長期にわたり高性能を維持できる
建物にしている。

削減目標達成のための５つの省エネ空調技術
　空調面では、90％削減目標を達成するための省エネ技術とし
て、次の５つの省エネ空調技術を採用している。①高効率空調：

地下水熱の利用、②地中熱利用空調：ピット底面及び壁面の地
中熱の利用、③床吹出し空調：ダクトが不要な床吹出しの空調
システムの採用、④成層空調：居住域（床から 2m の高さ）に
限定した効率的な空調、⑤床蓄熱空調：床 PC 版の蓄熱を利用
した空調システムの採用である。

森林組合との連携でバイオマス発電も
　また、創エネルギー対策では、800kW の太陽光発電パネル、
施主であるコマツ製鉛電池を利用した蓄電池ユニット（50kW
×4H）、電力回生機能付きクレーン、加賀森林組合との連携に
より調達した木材チップを利用したバイオマス発電（蒸気発電
機 210kW×2 基）などがあげられる。
　水澗氏は、これら多彩な技術を採用することで、目標とした

「フレキシビリティに優れた生産ラインと空調設備の両立」が実
現できたと強調して講演を締めくくった。

JAESCO
J a p a n  A s s o c i a t i o n  o f  E n e r g y  S e r v i c e  C o m p a n i e s

News and Report

　2017 年度「第１回会員対象セミナー」報告

　2017年 7月 27日（木）、東京コンベンションホール（東京スクエアガーデ
ン5F）にて2017年度「第1回会員対象セミナー」が開催された。今回のセミナー
では、一昨年昨年と続けて好評を博した公益社団法人空気調和・衛生工学会にお
ける表彰制度である「技術振興賞」「十年賞」「リニューアル賞」等を受賞した４
件の受賞事例をとりあげ、ご講演いただいた。対象は、大規模組み立て工場の建
設や、大規模テナントビル及び博物館の省エネ改修、中規模ビルの省エネ計画と
その運用実績など多方面にわたり、バラエティに富んだ講演会となった。参加者
は70名。セミナープログラムを表１に示す。

水澗 亨氏

◉開会挨拶
ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 会員サービス委員会 

委員長 杉野 竜司

◉講演①：「コマツ粟津工場新組立工場における省エネルギーと生産性
向上を両立する大空間空調設備の計画・設計」
講師：清水建設㈱ ecoBCP 事業推進室 スマートコミュニティ推進部

グループ長 水澗 亨

◉講演②：「ＴＡビルにおける継続的な運用解析・改善と計測技術」
講師：㈱日本設計 環境・設備設計群 

グループ長 嶋田 泰平

◉講演③：「群馬県立自然史博物館における省エネルギー改修」
講師：日本ファシリティ・ソリューション㈱ 技術本部エンジニアリング第二部 

主任技師 野村 太郎

◉講演④：「関西電力南大阪営業所における省エネルギー計画と運用実
績の検証・評価」

講師：関西電力㈱ 土木建築室 建築設備エネルギーグループ 
リーダー 岸本 卓也

◉閉会挨拶
ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 会員サービス委員会

副委員長 今江 寅浩

 〈表 1〉　2017 年度「第 1 回会員対象セミナー」
　　　　 プログラム（敬称略）

ダントツの環境性能と生産性を合わせ持つ、
50年先を見据えた次世代組み立て工場
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10 年間にわたる継続的な解析と改善
　続いて、㈱日本設計の嶋田氏が「ＴＡビ
ルにおける継続的な運用解析・改善と計測
技術」と題する講演を行った。本事例は、
地下 2 階、地上 33 階、延べ床面積約 10
万 m2 の超高層オフィスビルにおいて、設
計事務所、施工業者、ビルオーナー、テナ
ント入居者が一体となって行った 10 年間にわたる運用時の継
続的な解析と改善の成果である。この 10 年間の取り組みは、
竣工から 1 年間の初期性能検証、その後 4 年間の計測技術開発
とチューニング、6 年目以降のテナント（IT 企業 1 社の開発部
門が全館を使用している）を中心とした省エネ活動の３段階に
分けることができる。本事例は特別賞「十年賞」を受賞している。

徹底的な計測・計量情報の収集
　本事例の特徴と成果は以下のようにまとめられる。
•設計・施工段階から中長期的な運用改善を見据えたデータ収

集を実施しており、約 11,000 点の計測、計量情報を、1 分
間隔で測定されたデータを含めすべて保管し、10 年分の詳細
分析を必要に応じて行うことができるようになっている。ま
た、基準階のパイロットフロアにおいては、空調機ごとの熱量、
CO2 濃度や無線を利用した執務エリアの温湿度等の計測を行
うための Lon Works システムを開発。これらにより制御パ
ラメータの変更や改善提案を随時行っている。

•本建物で採用した特徴的な制御は、①ペリメータ給気温度の
フィードフォワード制御、②各階エアバランスの随時対応制
御、③冷水・温水 2 次ポンプ末端差圧制御であるが、これら
の効果検証と継続的なチューニングを実施している。

•温熱環境をサーモカメラで可視化するための測定冶具・技術
を開発。ペリメータ部の熱状況を可視化することで、ブライ
ンド周辺における熱の流れの性状を把握することで、各種パ
ラメータ変更後の温熱環境の確認を容易にしている。

•給水、照明、コンセント、冷熱、温熱の各原単位に関して、
震災前後の実績値と設計値の比較が示されており、今後の設
計値見直しへの参考となるデータを提供している。

テナント側の働き方改革の一環として
•テナント側が「次世代型オフィス」を構築し、働き方改革の

一環として、省エネ対策に取り組んでいる。例えば、2011
年 7 月には次の節電対策を実行している。①社員にノートパ
ソコンを配布、デスクトップパソコンから置き換え、②個人
用 LED タスクライト配布、蛍光灯は約半分に間引き、③空調
調整：室温設定 28℃、スーパークールビズを採用、④社内
用サーバなど、不要不急のサーバを停止、⑤自動販売機を常
温で運転、⑥フロア不使用：輪番運転により一部フロアの不
使用で、空調、照明、コンセントの電力を削減など。この結
果、テナントの在館者が増えているにもかかわらず、震災前
の 2010 年度比で 47％の電力削減となっている。

　以上のさまざまな取り組みの成果として、年間一次エネルギー
消費量が初年度に比べて約 33％削減できたという。

　
群馬県が ESCO事業による改修を実施
　3 番目に「群馬県立自然史博物館におけ
る省エネルギー改修」と題して日本ファシ
リティ・ソリューション㈱の野村太郎氏が
講演した。この改修事例は、特別賞「リニュー
アル賞」を受賞している。対象の建物は、
展示室、ホール、事務室・研究室棟で構成
される、地上 2 階、地下 1 階、延べ床面積 12,122m2 の博物
館である。竣工は 1996 年で、群馬県が地球温暖化対策の一環
として公募した ESCO 事業による省エネルギー改修を実施した
もの。契約はシェアード・セイビングス方式で、サービス期間
は 2014 年 4 月～ 2027 年 3 月までの 13 年間。本事業は国
交省の「平成 24 年度住宅・建築物省エネ改修等緊急推進事業」
の補助金を活用している。
　2015 年度の運用実績として、公募時の条件である省エネ率
10％を大きく上回る 43.2％削減を達成し、また、熱源をすべ
て電化したにもかかわらず、蓄熱方式を最大限利用することで
ピーク電力の 49.7％低減を実現できたという。

「負荷を減らす」「効率よく造る」「効率よく送る」
　計画立案時には、「建築・空調・照明・衛生」等、建物全体で
省エネを追求し、エネルギーフローを考慮した次の 4 項目で改
修内容を検討した。
①「負荷を減らす」→空調負荷の削減：外気負荷／照明負荷／

窓ガラスからの熱負荷／除湿再熱負荷
②「効率よく造る」→高効率空冷ヒートポンプチラーを用いた

水蓄熱式空調システムの導入／収蔵庫パッケージエアコンの
高効率化

③「効率よく送る」→搬送動力の削減：二次ポンプ容量の低減
と変流量制御の導入／空調機ファンの変流量制御の導入

④「その他」→照明の LED 化／節水器具の導入／窓ガラスの断
熱強化／太陽光発電の導入／中央監視設備の更新・遠隔監視
装置の導入

　これらの改修で 40.3％の一次エネルギー削減を目標とした。

４管式から２管式へのシステム変更など
　主な対策と成果は以下の通りである。
•空調設備だけでなく、衛生・電気設備、建築設備全般につい

て詳細ヒアリングと事前計測を行うことで、４管式から２管
式へのシステム変更が実現できた。さらに、空調機の冷水コ
イルと温水コイルを直接接続することで、冷温水コイル化し
再利用することができた。

•複層ガラスへの更新、熱線反射フィルムの貼付、中庭に面す
るガラス戸の隙間風対策の実施など、負荷削減・温熱環境改
善の観点から建築工事に関する部分も改修が実施できた。

•ガス系熱源からオール電気の水蓄熱システムへの大幅なシス
テム変更により、熱源システム COP が 0.5 から 0.84 へと向
上し、更に運用後のチューニングにより 1.0 まで改善でき、
既存システムに比べて 2 倍に向上した。

　野村氏は、断熱性の向上や LED 照明の採用など負荷の削減を

News and Report

嶋田 泰平氏 野村 太郎氏

特徴的な制御の採用と機能検証・省エネチューニング
の実施で成果を上げる

「負荷削減→熱源更新→搬送改善」という
省エネの着実な実行が成功の要因
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　●会員リスト
（2017 年 9 月末現在　正会員：34、賛助会員：46、特別会員：9、合計：89）

　●今後の予定
●2017年度第1回会員対象技術講座
　日時：2017 年 11 月 22 日（水）13 時 30 分 ～ 15 時
　主催：一般社団法人 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会
　　　　会員サービス委員会
　場所：東京ガス株式会社田町スマエネパークの見学会

●2017年度スマートな省エネを実現する
　ESCO・エネルギーマネジメントセミナー
　日時：2017 年 12 月 1 日（金）13 時～ 16 時 30 分
　主催：（一社）ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会、
　　　　日刊工業新聞社
　後援：中部経済産業局（予定）、（一財）省エネルギーセンター
　場所：TKP ガーデンシティ PREMIUM 名駅西口（名古屋市）

●省エネルギーフェア2018（ENEX2018内）
　日時：2018 年 2 月 14 日（水）～ 16 日（金）
　主催：関東経済産業局、（一社）ESCO・エネルギーマネジメント推

進協議会
　場所：東京ビッグサイト

編集後記
　電気・ガス事業の全面自由化がスタートしている中、先日面白いこ
と（困ったこと）、に気が付いた。電力料金メニューの多様化が家庭
のエコキュートの設定（チューニング）に大きな影響を与えてしまう
のである。
　すでにオール電化されたご家庭にとって、エコキュートは、電力単
価の安い深夜時間帯に、学習機能によって自動制御された上で稼働す
るのは当然である。メーカー機種によるが、この制御が、多様化され
た新しい電力料金メニューに対応しないのである。小口需要家（一般
家庭）へのデマンド契約の展開により、一般的だった 23 時～７時の
深夜時間帯を 1 時～ 6 時の 5 時間に短縮し、この新深夜時間帯の単
価を下げるプランである。
　当然ながらエコキュートの設定変更（チューニング）が必要になる
のだが、こんなことを考え調整する家庭がどのくらいあるだろうか？
　まさにエネマネ事業者が行う EMS データの分析による客観的かつ
専門的な知見がなければ、運用改善どころか「改悪」となってしまう
可能性さえある。
　計測検証が ESCO 事業における要であることを再確認した次第で
ある。 （広報委員会 小林 俊哉）

JAESCO
J a p a n  A s s o c i a t i o n  o f  E n e r g y  S e r v i c e  C o m p a n i e s

News and Report / Information

JAESCO
Information

一般社団法人

JAESCO Japan Association of Energy Service Companies
ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会

まず実施し、その上で適切な容量の熱源を設定し直すという省
エネの基本を着実に実施したことが今回の成功につながったと
講演を結んだ。

　
EHPの省エネ手法を計画者自らが開発
　最後の講演は、関西電力㈱の岸本氏によ
る「関西電力南大阪営業所における省エネ
ルギー計画と運用実績の検証・評価」と題
された講演であった。対象のビルは、関西
電力の南大阪地域における業務拠点として、
環境、防災、快適をキーワードに、2009
年に旧建物の建て替えを計画、2016 年に竣工した、地上 8 階
建て、延べ床面積 7,338m2 の中規模ビル。1 年 5 か月間の性
能検証（実績・評価）を経て、今回、空気調和・衛生工学会「振
興賞」を受賞している。
　本事例は、中小規模オフィスビルにおいて、汎用機器であるビ
ル用マルチエアコン（EHP）の空調システムを外部信号により運
転制御を行うシステムを計画者（関西電力）自らが開発した例で
ある。一般に、中小規模オフィスビルにおいて省エネ手法を採用
する場合、EHP 機器本体の省エネ性能に頼る場合がほとんどで、
計画者側の省エネ技術の導入は難しい状況にあるが、本事例では
計画者が使用形態を考慮し、システムを構築、制御を行っている。
また、個々の手法を定量的に評価するとともに、それぞれの手法
ごとに執務者にアンケートをとるなど、執務者の執務環境を損な

わない形で省エネを実現したことも高く評価された点だという。

出力上限指定を活用した温湿度制御の導入など
　主な成果は以下の通り。
• EHP の省エネ手法については、メーカーの協力を得ることで、

外部に運転状況を出力することで制御状況をアウトプットし
外部からの運転指令を可能とするシステムを構築した。

•外気処理用 EHP では、過剰な熱処理を防止するため制御シ
ステムの出力上限指定を活用した温湿度制御を導入するとと
もに、運転台数制御を室内 CO2 濃度に応じて実施している。

•デマンド制御を目的として、EHP 空調設備と照明設備に対し
て居室ごとにレベル設定を行い、室内環境に対して急な変化
を伴わない統合連続制御システムを開発し運用している。

•外皮のガラス面設計では、水平庇及び縦ルーバーにおける日
射負荷軽減効果の検討及び眺望性を配慮した計画で昼光を有
効利用。照度センサと連動した調光機能付きの高効率機器を
採用し省エネを図るとともに、天空光を積極的に取り入れる
ため、太陽光追尾装置付き電動ブラインドを採用している。

　計画時では、基準建物の年間一次エネルギー消費量 1,993MJ/
m2・年を 30％削減する 1,394MJ/m2・年とする目標値を
立てたが、実際の運用結果では、それを更に 53％低減した
654MJ/m2・年が実現できた。
　岸本氏はこの成果について、中小規模オフィスビルの省エネ
は、今まではメーカー任せになっていたが、今回、計画者が自
ら積極的に省エネ技術を導入し、一貫したエネルギーマネジメ
ントシステムを構築できたことがこの成果に繋がった、と強調
し講演を終えた。

岸本 卓也氏

計画者自らによるビル用マルチ空調機の
高度な制御手法の開発と運用


